
様式３（行政手続法適用：個票番号801）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

平成２７年 ２月１３日作成

処 分 名 原状回復等の措置の指示等

根拠法令名 都市公園法（昭和31年法律第79号）

根 拠 条 項 第10条

根 拠 条 文 第五条第一項又は第六条第一項若しくは第三項の許可を受けた者
は、公園施設を設け、若しくは管理する期間若しくは都市公園の占
用の期間が満了したとき、又は公園施設の設置若しくは管理若しく
は都市公園の占用を廃止したときは、ただちに都市公園を原状に回
復しなければならない。ただし、原状に回復することが不適当な場
合においては、この限りでない。

処 分 基 準 都市公園法第10条第２項
の 内 容 公園管理者は、第五条第一項又は第六条第一項若しくは第三項の

許可を受けた者に対して、前項の規定による原状の回復又は原状に
回復することが不適当な場合の措置について必要な指示をすること
ができる。

都市公園法第27条（監督処分）
第１項 公園管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対し
て、この法律の規定によつてした許可を取り消し、その効力を
停止し、若しくはその条件を変更し、又は行為若しくは工事の
中止、都市公園に存する工作物その他の物件若しくは施設（以
下この条において「工作物等」という。）の改築、移転若しく
は除却、当該工作物等により生ずべき損害を予防するため必要
な施設をすること、若しくは都市公園を原状に回復することを
命ずることができる。

(1) この法律（前条を除く。以下この号において同じ。）若しく
はこの法律に基づく政令の規定又はこの法律の規定に基づく処
分に違反している者

(2) この法律の規定による許可に付した条件に違反している者
(3) 偽りその他不正な手段によりこの法律の規定による許可を受
けた者

以下第２項～第10項まで 別紙のとおり

所 管 部 署 建設課管理維持係（電話番号：0153-52-3131 内線272、273）

備 考



都市公園法第27条（監督処分）
処 分 基 準 第２項 公園管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、こ

の 内 容 の法律の規定による許可を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又

は同項に規定する必要な措置を命ずることができる。

(1) 都市公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合

(2)都市公園の保全又は公衆の都市公園の利用に著しい支障が生じ た場合

(3)前二号に掲げる場合のほか、都市公園の管理上の理由以外の理 由に基

づく公益上やむを得ない必要が生じた場合

第３項 前条第二項若しくは第四項又は前二項の規定により必要な措置を命

じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を

確知することができないときは、公園管理者は、その措置を自ら行い、又

はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合に

おいては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限まで

にその措置を行わないときは、公園管理者又はその命じた者若しくは委任

した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。

第４項 公園管理者は、前項の規定により工作物等を除却し、又は除却させ

たときは、当該工作物等を保管しなければならない。

第５項 公園管理者は、前項の規定により工作物等を保管したときは、当該

工作物等の所有者、占有者その他当該工作物等について権原を有する者（以

下この条において「所有者等」という。）に対し当該工作物等を返還する

ため、条例（国の設置に係る都市公園にあつては、政令。以下この条にお

いて同じ。）で定めるところにより、条例で定める事項を公示しなければ

ならない。

第６項公園管理者は、第四項の規定により保管した工作物等が滅失し、若し

くは破損するおそれがあるとき、又は前項の規定による公示の日から起算

して二週間（工作物等が特に貴重なものであるときは、三月）を経過して

もなお当該工作物等を返還することができない場合において、条例で定め

るところにより評価した当該工作物等の価額に比し、その保管に不相当な

費用若しくは手数を要するときは、条例で定めるところにより、当該工作

物等を売却し、その売却した代金を保管することができる。

第７項 公園管理者は、前項に規定する工作物等の価額が著しく低い場合に

おいて、同項の規定による工作物等の売却につき買受人がないとき、又は

売却しても買受人がないことが明らかであるときは、当該工作物等を廃棄

することができる。

第８項 第六項の規定により売却した代金は、売却に要した費用に充てるこ

とができる。

第９項 第三項から第六項までに規定する工作物等の除却、保管、売却、公

示その他の措置に要した費用は、当該工作物等の返還を受けるべき所有者

等その他第三項に規定する措置を命ずべき者の負担とする。

第10項 第五項の規定による公示の日から起算して六月を経過してもなお第

四項の規定により保管した工作物等（第六項の規定により売却した代金を

含む。以下この項において同じ。）を返還することができないときは、当

該工作物等の所有権は、当該工作物等を保管する公園管理者（国土交通大

臣が公園管理者であるときは、国）に帰属する。



様式３（行政手続法適用：個票番号802）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

平成２７年 ２月１３日作成

処 分 名 通損補償の原因者に対する補償額の負担命令

根拠法令名 都市公園法（昭和31年法律第79号）

根 拠 条 項 第13条

根 拠 条 文 公園管理者は、都市公園に関する工事以外の工事（以下「他の工
事」という。）又は都市公園を損傷した行為若しくは都市公園の現
状を変更する必要を生じさせた行為（以下「他の行為」という。）
により必要を生じた都市公園に関する工事に要する費用について
は、その必要を生じた限度において、当該他の工事又は他の行為に
ついて費用を負担する者にその全部又は一部を負担させるものとす
る。

処 分 基 準 条文中、工事に要する費用については、その必要を生じた限度にお
の 内 容 いて、当該他の工事又は他の行為について費用を負担する

者にその全部又は一部を負担させるものとする。

所 管 部 署 建設課管理維持係（電話番号：0153-52-3131 内線272、273）

備 考



様式３（行政手続法適用：個票番号803）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

平成２７年 ２月１３日作成

処 分 名 公園予定地における原状回復の措置の指示等

根拠法令名 都市公園法（昭和31年法律第79号）

根 拠 条 項 第33条第４項、第10条第２項

根 拠 条 文 第33条第４項（公園予定区域等）
第一項又は第二項の規定により都市公園を設置すべき区域が決

定され、その旨が公告された後当該区域に都市公園が設置される
までの間においても、当該都市公園を設置しようとする地方公共
団体又は国が当該区域についての土地に関する権原を取得した後
においては、第二条の三、第四条、第五条、第六条から第十二条
まで、第十三条、第十四条、第十九条、第二十五条から第二十八
条まで及び前条の規定は、当該区域（以下「公園予定区域」とい
う。）又は当該公園予定区域内に設けられる施設で公園施設とな
るべきもの（以下「予定公園施設」という。）について準用する。

第10条第２項（原状回復））
公園管理者は、第五条第一項又は第六条第一項若しくは第三項

の許可を受けた者に対して、前項の規定による原状の回復又は原
状に回復することが不適当な場合の措置について必要な指示をす
ることができる。

処 分 基 準 都市公園法第27条（監督処分）
の 内 容 第１項 公園管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対し

て、この法律の規定によつてした許可を取り消し、その効力を
停止し、若しくはその条件を変更し、又は行為若しくは工事の
中止、都市公園に存する工作物その他の物件若しくは施設（以
下この条において「工作物等」という。）の改築、移転若しく
は除却、当該工作物等により生ずべき損害を予防するため必要
な施設をすること、若しくは都市公園を原状に回復することを
命ずることができる。

(1) この法律（前条を除く。以下この号において同じ。）若しく
はこの法律に基づく政令の規定又はこの法律の規定に基づく処
分に違反している者

(2) この法律の規定による許可に付した条件に違反している者
(3) 偽りその他不正な手段によりこの法律の規定による許可を受
けた者

以下第２項～第10項まで

所 管 部 署 建設課管理維持係（電話番号：0153-52-3131 内線272、273）

備 考



都市公園法第27条（監督処分）
処 分 基 準 第２項 公園管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、こ

の 内 容 の法律の規定による許可を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又

は同項に規定する必要な措置を命ずることができる。

(1) 都市公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合

(2)都市公園の保全又は公衆の都市公園の利用に著しい支障が生じ た場合

(3)前二号に掲げる場合のほか、都市公園の管理上の理由以外の理 由に基

づく公益上やむを得ない必要が生じた場合

第３項 前条第二項若しくは第四項又は前二項の規定により必要な措置を命

じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を

確知することができないときは、公園管理者は、その措置を自ら行い、又

はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合に

おいては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限まで

にその措置を行わないときは、公園管理者又はその命じた者若しくは委任

した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。

第４項 公園管理者は、前項の規定により工作物等を除却し、又は除却させ

たときは、当該工作物等を保管しなければならない。

第５項 公園管理者は、前項の規定により工作物等を保管したときは、当該

工作物等の所有者、占有者その他当該工作物等について権原を有する者（以

下この条において「所有者等」という。）に対し当該工作物等を返還する

ため、条例（国の設置に係る都市公園にあつては、政令。以下この条にお

いて同じ。）で定めるところにより、条例で定める事項を公示しなければ

ならない。

第６項公園管理者は、第四項の規定により保管した工作物等が滅失し、若し

くは破損するおそれがあるとき、又は前項の規定による公示の日から起算

して二週間（工作物等が特に貴重なものであるときは、三月）を経過して

もなお当該工作物等を返還することができない場合において、条例で定め

るところにより評価した当該工作物等の価額に比し、その保管に不相当な

費用若しくは手数を要するときは、条例で定めるところにより、当該工作

物等を売却し、その売却した代金を保管することができる。

第７項 公園管理者は、前項に規定する工作物等の価額が著しく低い場合に

おいて、同項の規定による工作物等の売却につき買受人がないとき、又は

売却しても買受人がないことが明らかであるときは、当該工作物等を廃棄

することができる。

第８項 第六項の規定により売却した代金は、売却に要した費用に充てるこ

とができる。

第９項 第三項から第六項までに規定する工作物等の除却、保管、売却、公

示その他の措置に要した費用は、当該工作物等の返還を受けるべき所有者

等その他第三項に規定する措置を命ずべき者の負担とする。

第10項 第五項の規定による公示の日から起算して六月を経過してもなお第

四項の規定により保管した工作物等（第六項の規定により売却した代金を

含む。以下この項において同じ。）を返還することができないときは、当

該工作物等の所有権は、当該工作物等を保管する公園管理者（国土交通大

臣が公園管理者であるときは、国）に帰属する。



様式３（行政手続法適用：個票番号804）

不 利 益 処 分 に 係 る 処 分 基 準

平成２７年２月１３日作成

処 分 名 行政財産の使用許可の取消し

根拠法令名 地方自治法（昭和22年法律第67号9）

根 拠 条 項 238条の4第9項

根 拠 条 文 第七項の規定により行政財産の使用を許可した場合において、公
用若しくは公共用に供するため必要を生じたとき、又は許可の条件
に違反する行為があると認めるときは、普通地方公共団体の長又は
委員会は、その許可を取り消すことができる。

処 分 基 準 使用者が厚岸町暴力団の排除の推進に関する条例第2条第2号に規
の 内 容 定する暴力団員又は同条第3号に規定する暴力団関係事業者に該当

すると認められたとき

所 管 部 署 建設課契約管財係

備 考


